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Management / Marketing Organization）制度の整備に着手し、2017年 11月 28日時点で、































































                                                   
3 その翌年の 2015 年 3 月に、2015 年版を発行している。 
国土交通省・観光庁 Web サイト、『“人育て”から始める観光地域づくり―観光地域づくり人材育成実践ハンド






























                                                   



































































































































































                                                   












































































































































業を形成するに至っている。World Travel & Tourism Council（2017：1）によれば 2016
年に、全世界の GDP（国内総生産）の 10.2%を観光関連産業が有しており、その雇用者数
は 2 億 9,222 万人である。日本の観光地に影響を及ぼす訪日外国人旅行者数と国内旅行
動向を見てみると、2016年の訪日外国人旅行者数は 2,404万人であり、対前年比 21.8％
増であった（国土交通省，2017：21）。国内旅行は、2016年に国内宿泊旅行に行った人数

























2 つ目は、観光立国推進基本法が制定された 2006 年である。3 つ目は、東日本大震災が
生じた 2011年である。4 つ目は、2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催が決
定した 2013年である。この 4つの区切りにより、戦後の観光史を 5つに分けた。 























また旅行業については、旅行あっ旋業法が制定された 1952 年の旅行業者登録数は 17
社であったが、1963年には登録者数から廃業分を除いて 46社に増大した（溝尾，2009b：
172）。法務省入国管理局の「出入国管理統計」を見ると、1952 年の日本人の海外旅行者










                                                   
8 国土交通省 WEB サイト、「全国総合開発計画【昭和 37 年閣議決定】」
（http://www.mlit.go.jp/common/001135930.pdf、最終閲覧 2018-1-22） 










年には 2,335,530 人と 200 万人を超えた11。一方、訪日外客数は 1964 年に 352,832 人、






















                                                   
11 法務省 WEB サイト、「出入国管理統計統計表」ページの日本人出国者数を参照
（http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_nyukan.html、最終閲覧 2018-1-22） 
12 日本政府観光局 WEB サイト、「JNTO 日本の国際観光統計」ページ
（https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/index.html?tab=block2、最終閲覧 2018-1-22） 
13 国土交通省 WEB サイト、観光庁『平成 13 年版観光白書』、「新ウェルカムプラン 21 による総合施策の展開」
ページ（http://www.mlit.go.jp/hakusyo/kankou-hakusyo/h13/016_.html、最終閲覧 2018-1-22） 








が鈍化した時期もあったが、1980 年代中頃から再び伸びを見せ、1986 年には 5,516,193
人と 500万人を突破した15。こうした中、日本経済の貿易黒字を旅行収支の赤字で減らそ
うという意図もあり、1987 年に旧運輸省は日本人の海外旅行者数を 5 年後に倍増させる
「海外旅行倍増計画（The Ten Million Program）」を策定した（十代田，2011a：54）。


















                                                   
15 法務省 WEB サイト、「出入国管理統計統計表」ページの日本人出国者数を参照
（http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_nyukan.html、最終閲覧 2018-1-22） 
16 法務省 WEB サイト、「出入国管理統計統計表」ページの日本人出国者数を参照
（http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_nyukan.html、最終閲覧 2018-1-22） 






























                                                   
18 国土交通省 WEB サイト、「観光立国推進基本計画」（2007 年 6 月）
（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/01/010629_3/01.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 
19 観光庁 WEB サイト、「観光庁について」ページ（http://www.mlit.go.jp/kankocho/about/index.html、最終閲
覧 2018-1-25） 











 訪日外国人旅行者数を 2010 年（原文：平成 22 年）までに 1,000 万人にすることを
目標とし、将来的には、日本人の海外旅行者数と同程度にすることを目指す。【2006
年（原文：平成 18年）：733万人】 
 我が国における国際会議の開催件数を 2011年（原文：平成 23 年）までに 5 割以上
増やすことを目標とし、アジアにおける最大の開催国を目指す。【2005 年（原文：
平成 17年）：168件】 
 日本人の国内観光旅行による 1人当たりの宿泊数を 2010年度（原文：平成 22 年度）
までにもう 1 泊増やし、年間 4 泊にすることを目標とする。【2006 年度（原文：平
成 18年度）：2.77泊】 
 日本人の海外旅行者数を 2010 年（原文：平成 22 年）までに 2,000 万人にすること
を目標とし、国際相互交流を拡大させる。【2006年（原文：平成 18年）：1,753 万人】 
 旅行を促す環境整備や観光産業の生産性向上による多様なサービスの提供を通じた
新たな需要の創出等を通じ、国内における観光旅行消費額を 2010年度（原文：平成
22年度）までに 30兆円にすることを目標とする。【2005年度（原文：平成 17 年度）：
24.4兆円】 
 
2010 年 6 月、日本政府が発表した新成長戦略では、7 つの戦略分野の 4 番目に「観光
立国・地域活性化戦略」が挙げられ、2020年までの目標として「訪日外国人を 2020年初
めまでに 2,500万人、将来的には 3,000万人。2,500万人による経済波及効果約 10兆円、
新規雇用 56万人」が掲げられた22。またこの中で、「訪日外国人 3,000万人プログラムと
休暇取得の分散化」が、「21 の国家戦略プログラム」の 1 つに選定された。「訪日外国人
                                                   
21 国土交通省 WEB サイト、「観光立国推進基本計画」（2007 年 6 月）
（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/01/010629_3/01.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 



















2011 年 3 月、東日本大震災が発生した。『平成 23 年版観光白書』では東日本大震災の
被害・影響を、次の通り報告している24。 










                                                   
23 内閣府 WEB サイト、「国民の祝日について」ページ（http://www8.cao.go.jp/chosei/shukujitsu/gaiyou.html、
最終閲覧 2018-1-25） 






2011 年 3 月の訪日外国人旅行者数は前年同月比で 50.3％減の 35 万 3 千人、翌月 4 月
の訪日外国人旅行者数は前年同月比で 62.5％減の 29 万 6千人で、単月の減少幅としては
過去最大の減少幅となった。さらに、2011年 3月の国民の出国者数は前年同月比で 12.2％




2011 年 4 月から行った。また、海外市場への正確な情報発信として、国内交通インフラ
の状況や放射線量等の震災関連情報の発信を行った。加えて、動画等を利用した海外か
らはわかりにくい日本の日常等に関する情報を、多言語で発信した25。『平成 24 年版観光
白書』26によると、2011 年 5 月以降は訪日外国人旅行者数の前年同月比減少幅は徐々に
縮小した。この回復傾向は全国平均であり、東北地方は大きく減少したままであった。
また日本人国内宿泊者数は、2011年 3月は前年同月比 74.2%と大きな減少幅であったが、




月から 2013 年 3 月まで、東北地域全体を博覧会会場と見立てた「東北観光博」27を実施
した。「東北観光博」期間中の約 13 ヶ月における旅行者数及び経済効果は、①東北地域




                                                   
25 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 23年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/000172930.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
26 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 24年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/000225729.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
27 国土交通省 WEB サイト、観光庁『東北観光博公式ガイドブック』
（http://www.mlit.go.jp/common/000204680.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 


















2013 年は、2003 年に開始されたビジット・ジャパン・キャンペーンから 10 周年であ
り、この節目の年に訪日外国人旅行者数は約 1,036万人と、初めて 1,000万人を超えた。
翌年の 2014年には、訪日外国人旅行者数は 1,341 万人（対前年比 29.4％増）となり、2
年連続で過去最高を更新した30。2015 年には訪日外国人旅行者数は 1,974 万人（対前年
比 47.1％増）となり、3年連続で過去最高を更新した31。一方、日本人の海外旅行は 2014
年が 1,690万人（対前年比 3.3％減）32、2015年が 1,621万人（対前年比 4.1％減）であ
り、この減少は円安やテロなどの地政学リスク等によるものと観光白書では指摘されて
いる33。国内宿泊旅行に行った延べ人数は 2011年から 2013年までは増加していたが、2014
年は延べ 3億 499万人（対前年比 4.8%減）と減少した34。しかし、2015年は延べ 3 億 1,673
                                                   
29 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 26年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001042906.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
30 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 27年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001095740.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
31 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 28年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001131318.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
32 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 27年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001095740.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
33 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 28年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001131318.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 

















表 ２.１ 観光ビジョンの目標 
目標 2020年 2030年 
訪日外国人旅行者数 4,000万人 6,000万人 
訪日外国人旅行消費額 8兆円 15兆円 
地方部での外国人延べ宿泊者数 7,000万人泊 1億 3,000万人泊 
外国人リピーター数 2,400万人 3,600万人 
日本人国内旅行消費額 21兆円 22兆円 
出所：瓦林（2017：62）   
 
  
                                                   
35 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 28年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001131318.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
36 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 28年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001131318.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 



































の徹底など「JNTO の大胆な改革」の 3 つのテーマについて、有識者へのヒアリングを踏
まえて施策を打ち出した。また、全国各地に残る古民家等の歴史的資源を再生・活用し、






                                                   
38 国土交通省 WEB サイト、観光庁「明日の日本を支える観光ビジョン」概要
（http://www.mlit.go.jp/common/001126601.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 
39 国土交通省 WEB サイト、観光庁「（概要紙）観光ビジョン実現プログラム 2017（観光ビジョンの実現に向け
たアクション・プログラム 2017）」（http://www.mlit.go.jp/common/001186402.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 
































                                                   






























                                                   
42 さらなる詳細は農林水産省 WEB サイト内「農家民宿関係の規制緩和」PDF を参照
（http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/kyose_tairyu/k_gt/pdf/kisei_kanwa.pdf、最終閲覧 2018-1-28） 
43 現在は NPO 法人日本エコツーリズム協会となっている（http://www.ecotourism.gr.jp/index.php/jes/、最終閲
覧 2018-1-28）。 
44 環境省 WEB サイト、「エコツーリズム推進法」ページ
（https://www.env.go.jp/nature/ecotourism/try-ecotourism/law/index.html、最終閲覧 2018-1-28）。 
























ところ、2007 年度は 134 事業の応募があり、そのうち 46 事業を採択・実施した。2008
年度は 188件の応募があり、このうち第 1期で 45件、追加募集で 24件の合計 69 件を採




                                                   
46 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「ニューツーリズムの振興」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page05_000044.html、最終閲覧 2018-1-28） 








表 ２.３ 観光庁によるニューツーリズムの振興事業 












































































                                                   
48 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「ニューツーリズム旅行商品 創出・流通促進ポイント集」PDF
（http://www.mlit.go.jp/common/000114212.pdf、最終閲覧 2018-1-28） 












2012年 4月 1日時点で観光圏整備実施計画認定地域は 49地域52であったが、圏域設定
が適切でない、推進組織体制が十分でない、戦略の策定と合意形成が十分でないとの課





年 4月に 6地域、2014年 7月に 4地域、2015年 4月に 3地域の観光圏整備実施計画が認








                                                   
50 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光圏の整備について」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/seibi.html、最終閲覧 2018-1-30） 
51 詳しくは国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光圏の整備について」ページ内「特例制度一覧」PDF 参照
（http://www.mlit.go.jp/common/001087889.pdf、最終閲覧 2018-1-30） 
52 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「平成 24 年度観光圏整備実施計画の新規認定について」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/news04_000034.html、最終閲覧 2018-1-30） 
53 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する基本方針の改
正について」ページ（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000024.html、最終閲覧 2018-1-30） 
54 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光圏の整備について」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/seibi.html、最終閲覧 2018-1-30） 




































出所：国土交通省・観光庁 WEBサイト、「日本版 DMOになるには」ページ59より作成 
                                                   
56 JTB 総合研究所 WEB サイト、「観光用語集/DMO」ページ
（https://www.tourism.jp/tourism-database/glossary/dmo/、最終閲覧 2018-1-30） 
57 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「日本版 DMO になるには」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000049.html、最終閲覧 2018-1-30） 
58 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「日本版ＤＭＯとは？」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000048.html、最終閲覧 2018-1-30） 










という流れである。登録要件は表 ２.５の通りである。2017年 11 月 28日時点で、広域
連携 DMO2件、地域連携 DMO52 件、地域 DMO79件の計 133件が登録されている。 
 








① 取締役、理事など日本版 DMO の意思決定に関与できる立場で行政、文化、ス
ポーツ、農林漁業、交通等の幅広い分野の関係団体の代表者が参画すること 
② 日本版 DMO の組織内に行政や関係団体をメンバーとするワーキンググループ
などの委員会等を設置すること 













































出所：国土交通省・観光庁 WEBサイト、「日本版 DMOになるには」ページ60より作成 
 
                                                   





























                                                   
61 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「広域観光周遊ルートにおけるモデルコースの策定について」PDF
（http://www.mlit.go.jp/common/001190853.pdf、最終閲覧 2018-1-30） 
62 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光地域ブランド確立支援」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/brand.html、最終閲覧 2018-1-30） 
63 国土交通省 WEB サイト、「“観光マネジメント高度化のための人材育成検討会”報告書について」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/01/010330_2_.html、最終閲覧 2019-3-3） 










示された65。2010 年 11 月からは「観光地域づくりプラットフォーム・人材育成検討会」















                                                   





66 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光地域づくりプラットフォーム」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/platform.html、最終閲覧 2019-3-3） 
67 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光地域づくり人材育成支援」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/jinzai/ikusei.html、最終閲覧 2019-3-3） 
68 その翌年の 2015 年 3 月に、2015 年版を発行している。 
国土交通省・観光庁 Web サイト、『“人育て”から始める観光地域づくり―観光地域づくり人材育成実践ハンド

































                                                   














































                                                   

















財源確保と人材確保が大切である」と述べている。また、2018 年 1 月 29 日～30 日にわ










                                                   
72 観光協会の組織運営上の最も大きな課題は、「予算の不足」（36.2%）、「人員の不足」（22.9%）、「専門人材の不
足」（12.9%）が上位 3 つである（国土交通省・観光庁 WEB サイト、「国内の観光地域づくり体制に関するアンケ
ート調査」PDF，p.7〔http://www.mlit.go.jp/common/001136269.pdf、最終閲覧 2018-2-19〕）。 
73 DMO 推進機構と事業構想大学院大学の主催で行われた。DMO 推進機構は、DMO 形成を支援し、政府の掲げ
る世界水準の DMO の形成に向けて、多角的な視点からさまざまなサポートを行うことを目的に設立された組織
である。 


















表 ２.６ 自治体の観光財源の体系 











































府ハットウ・オンパク以外の組織は、観光庁 WEB サイトで日本版 DMO 形成・確立計画が
公開されている事例である。それに加え、他のさまざまな文献で取り上げられている事
例であったため、情報の補完が可能であると考え、ここで取り上げた。整理にあたり、



























表 ２.７ 観光まちづくり推進組織の総収入と内訳 























































































































都市が、2018 年 10 月 1日から宿泊税条例を施行する予定である78。京都市の税率は、宿
泊者 1人 1泊につき宿泊料金が「2万円未満のもの 200 円」、「2万円以上 5万円未満のも
の 500円」、「5万円以上のもの 1,000円」に設定されている。 
最後に TID について述べる。TID 制度は BID（Business Improvement District）を観














                                                   
76 東京都 WEB サイト、「東京都宿泊税条例」ページ
（http://www.reiki.metro.tokyo.jp/reiki_honbun/g1012635001.html、最終閲覧 2018-2-20） 
77 大阪府 WEB サイト、「大阪府宿泊税条例」ページ
（http://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00001962.html、最終閲覧 2018-2-20） 
78 京都市 WEB サイト、「宿泊税条例を平成 30 年 10 月 1 日から施行します！」ページ
（http://www.city.kyoto.lg.jp/gyozai/page/0000232119.html、最終閲覧 2018-2-20） 




80 大阪市 WEB サイト、「大阪市版 TID 検討会」ページ
（http://www.city.osaka.lg.jp/keizaisenryaku/page/0000422390.html、最終閲覧 2018-2-20） 






























































表 ２.８ 従来の観光協会と観光まちづくり推進組織の特徴 
 従来の観光協会 観光まちづくり推進組織 
機関決定を行う構成員 観光関連事業者 多様な事業者と地域住民 
自治体との関係 行政補完型 パートナーシップ型 
サービスの志向 構成員／来訪者／地域住民 顧客志向 











表 ２.９ 日本版 DMO に求められる人材 





























                                                   







































































































絞り込まれた 8 編を確認し、観光地におけるリーダーに関して考察のある 7 編を選択し
た。その後の公表文献を確認するため、2016年 2月 18日に CiNiiで「観光」「リーダー」
をフリーワード検索した。その結果 76編が抽出されたが、前述の絞り込み作業を行った
ところ前回選択した 7編と同じ論文が残った。さらに 2016年 12月 8日、CiNii よりも幅















































































































ることができる EBSCOhost Hospitality & Tourism Complete を用いて、「leader」と
「destination」、「leader」と「community」、「leader」と「tourist areas」を学術専門
誌および Articleに絞って探索をさらに行った83。その結果、「leader」と「destination」












                                                   











































淵上（2002：3）は 1980 年代までのリーダーシップ研究を次の 4 期に分けた。第 1 期
は 1950年代で、リーダーの特徴を明らかにしようとしてきたリーダー特性論的アプロー























































2 次元でリーダーシップ行動を説明した（Blake and Mouton，1964）。Blake and Mouton
（1964：188-205）は 2つの次元をそれぞれ 9つの水準に分類し、9 水準×9 水準＝81 の
区画（グリッド）でリーダーシップ行動を分析した。その結果、両次元ともに 9 に位置
するチーム管理型、すなわち業績と人間の両方に関心が高いリーダーシップ行動が最も
望ましいと結論づけている（Blake and Mouton，1964：188-205，268-274）。 
PM 理論は、三隅（1978）が提唱した理論である。集団における目標達成ないし課題解
決へ志向した機能を performance の頭文字から P 機能、集団の自己保存ないし集団の過
程それ自身を維持し強化しようとする機能を maintenance の頭文字から M 機能と称した
（三隅，1978：61）。そして三隅（1978：70）は 1つのリーダーシップ行動には、その程
度の相違はあっても Pと Mが同時に含まれていることを前提とし、Pと Mそれぞれの大小
によって 4 つのタイプ（PM 型、Pm 型、pM 型、pm 型）に分類した。この分類をもとにリ
























House and Mitchell（1974）は Fiedler（1967）の理論をより具体的にし、パス・ゴー
ル理論を提唱した。これは、メンバー（部下、フォロワー）が目標を達成するためにリ







組織体制）という 2 つの状況要因によって決まると結論づけた（House and Mitchell, 
1974:94）。 
状況要因の中でもメンバーの成熟度に着目した理論として、 SL（situational 
leadership）理論がある。これは Hersey and Blanchard（1977）が提唱した理論で、メ
ンバー（部下、フォロワー）の成熟度によって効果的なリーダーシップが異なることを
指摘した。メンバーの成熟度とは、仕事に必要な能力・意欲の成熟度のことであり、Hersey 
and Blanchard（1977：227-228）はこれを 4 段階に分類した。また、リーダーシップを
仕事志向的行動と対人関係志向的行動の 2 次元で示し、それぞれを高低 2 水準でわけて
「教示的」「説得的」「参加的」「委任的」という 4 つのリーダーシップ類型を提示した








る（Hersey and Blanchard，1977：228-230）。 
これらの条件適合理論がリーダーの働きかけと環境やメンバーの特性という状況要因
との関係でリーダーシップを捉えているのに対し、リーダーとメンバーという 2 者の相




























て、Bass and Avolio(1995, 2000, 2004)は、交換型リーダーシップと変革型リーダーシ





シップ 5 因子、交換型リーダーシップ 2 因子、受動的・回避的行動 2 因子の 9 因子で構
成されている（Bass and Avolio，1995, 2000, 2004：103-105)。 











値する型やぶりな専門性があるとした（Conger and Kanungo，1988：58）。 
 
以上の通り、さまざまなアプローチでリーダーシップに関する研究がなされてきた。
その中で Bass and Avolio(1995, 2000, 2004)は、変革型リーダーシップと交換型リーダ
ーシップからなるアプローチを「フルレンジ・リーダーシップ（Full Range Leadership）」
として体系化した。これは表 ３.１の通り、変革型リーダーシップ 5 因子、交換型リー







表 ３.１ フルレンジ・リーダーシップ 













































































































なった（Lowe, Kroeck, and Sivasubramaniam，1996：399）。 










































きている。例えば Wang, Oh, and Colbert（2011）は、変革型リーダーシップは個人・チ
ーム・組織レベルのパフォーマンスに正の相関があることを見出した。彼らは、変革型
リーダーシップは個人レベルの実績とチームレベルの実績を予測する上で、交換型リー


















れた（Piccolo and Colquitt, 2006:334）。また、リーダーとフォロワーの間で LMXが高
い場合、変革型リーダーシップと他の変数との関係はいずれも強かった。すなわち、変









を通じて、集団指向の組織市民行動に関連するという仮説を立てた（Cho and Dansereau, 
2010:412）。これらの仮説は、韓国における大規模多国籍銀行の 25 支店の従業員 159 人















ることが明らかにされた（Wang and Howell, 2012:785-786）。 







































ーダーシップの有効性が高いとされていること（Bass，1985；Lowe, Kroeck, and 
Sivasubramaniam，1996）が、背景にあるだろう。一方で、MLQ をすべて用いて研究して
いるものとして、西尾（2008）や神谷（2011）の研究がある。 
西尾（2008）は MLQ Form 6S.と Graen and Uhl-Bien（1995）の LMXを用いて、変革型
リーダーシップと交換型リーダーシップが、フォロワーの内発的動機づけや職務満足、
フォロワーの主体性、そして業績にどのように影響を与えるか調査を行った。調査対象
は日本の最大手通信情報関連グループ企業の従業員 787 名で、回答者は 701 名（有効回
収率 89.1％）であった（西尾，2008：61-62）。研究の結果、変革型リーダーシップとそ
の下位尺度である支援型リーダーシップ84の有用性が導出され、特に支援型リーダーシッ
                                                   








た（西尾，2008：68）。しかしこの研究は、体系が異なる MLQ Form 6S.と LMXをまとめて
因子分析しており、調査方法および分析手続きに疑義があると考えられ、その結果を鵜
のみにはできないと考えられる。 
神谷（2011）は MLQ Form 5X.を用いて、日本企業の管理職のリーダーシップ行動を測
定した。企業に務める調査対象者から、回答者所属先の上司もしくはリーダーについて















































































































































































































































































































































































































































に悩む多くの地域で取り入れられた。ジャパン・オンパク事務局によると 2016年 9月 29
日時点で、日本全国において 66事業、海外では 3事業のオンパクが実施された89。 










                                                   
87 別府八湯ウォーク WEB サイト（社団法人別府市観光協会）、「別府八湯ウォーク」ページ
（http://walk.beppu-navi.jp/、最終閲覧 2018-2-15） 
88 別府八湯てんてく実行委員会 WEB サイト、「てんてく食べあるき・まちあるき」ページ
（http://www.openbeppu.sakura.ne.jp/tenteku/、最終閲覧 2018-2-15） 




され、それらは本研究におけるオンパク事業数には含まないこととした。なお日本政策投資銀行が 2017 年 11 月














図 ４.３ エリア別オンパク開催事業数 
出所：ジャパン・オンパク事務局への聞き取り結果（2016 年 9 月 29 日時点） 
(件) 
図 ４.２ オンパクの開催形式（支援形式） 

































































































































































                                                   

























































市，2010：6-7）によると、1991 年の別府市観光客数は 12,487,663 人で、その宿泊・日
帰りの内訳は宿泊客数 4,446,428 人、日帰り客数 8,041,235 人である。それに対して、
1992 年の別府市観光客数は 11,073,155 人で、その宿泊・日帰りの内訳は宿泊客数









表 ４.１ 対象者の概要およびライフストーリーの概略 































































































































































































































































































































































































































































































































表 ５.１ 調査対象者一覧 
調査対象者 活動地域 性別 年齢 インタビュー日 インタビュー当時のおもな役職 
H D 男性 30代 2015年4月29日 
まちづくりNPO・まちづくり会社代表 
D地域オンパク実行委員長 
I E 女性 40代 2015年4月6日 
まちづくり会社代表取締役社長 
Eおよび近隣地域オンパク事務局長 
J F 男性 30代 2015年6月3日 
まちづくりNPO理事長 
F及び近隣地域オンパクプロデューサー 





















































調査対象者それぞれの言語データを SCATによって分析したところ、総計 224 個のテー



















































































































































































































H 氏は、D で生まれ育った。H 氏は高校時代、D が寂れていく様子を見ていた。その中
で、D 外から来たものや大規模なものに頼っていてはまちがつぶれるという認識を持ち、
地域に根づいたものでまちづくりに取り組まないと D は持続的に良くなっていかないと
表 ５.４ 生成された概念とカテゴリー 
カテゴリー サブカテゴリー 概念 定義 H I J K


























次々に挑んでいく。 ○ ○ ○






























































の地域の人が体験する、ということを H 氏は考えていた。しかし D に戻った当初、地域
住民に Dの良いところを尋ねると、「何もないです」という回答が返ってくるばかりであ





















































































































その後 2007 年に E を含む半島で地震が起き、「復興のために何かしなければ」という
想いを持つ。同年に都市計画コンサルティング会社を退社し、I氏が設立に関わったまち
づくり会社の代表取締役社長に就任する。そして「まち育て」「みせ育て」「ひと育て」




































































































































理事を務めていた NPO 法人を辞め、デザイン業務や J 氏が生まれた場所である F の近隣
地域でのまちづくり活動を約 5 年間行った。その後、地域の魅力を使った体験プログラ


































































































































する将来地域をリードしていくであろう 30～40 代のメンバーが集められた。K 氏は、G
町の観光協会および行政職員として参画した。こうして G およびその近隣地域のオンパ
クは、2市 1町でスタートした。 







































































































































































































































                                                   





































































































































































































が WEBサイトに掲載している地方創生の専門家 721 件から、VISIT JAPAN大使 50 名（観
光庁）と自治体の部署 9件を除いた。その結果、地域活性化伝道師（内閣府推薦）・地域
人材ネット（総務省推薦）・観光カリスマ（観光庁推薦）・タウンマネージャー（経済産




光庁の観光地域づくり事例集に掲載されている人物・団体の中から、2017 年 3 月時点で
インターネット検索によって活動実体を確認できた人物・団体を調査対象に加えた。 
以上の手続きにより、居住する地域を活性化する活動を牽引していると考えられる人
                                                   








物を 272 名、団体を 220 件、合計 492 件を抽出した。これらの人物・団体に質問紙を送
る前に事前告知のハガキを郵送した結果、対象者他界や調査趣旨に適合する団体ではな




紙を同年 4月下旬に郵送で調査対象へ送付した。回答期限を 2017年 4月 30日としたが、
返信用封筒の有効期限を同年 5 月 31 日に設定していたため、2017年 5月 31日まで質問
紙の返送を待った。なお団体に関しては、実務面での実質的責任者に依頼した。 
2017年 5月 31日までに、149の回答を得た。回収率は 31.1％である。このうち、後述
する尺度項目において無回答がある質問紙は無効回答とした。第７章にて発達影響要因
の確認のために確認的因子分析、発達モデルの検討のためにパス解析を行うが、これら
の分析ソフトとして SPSS Amos Version 24.0 を用いた。このソフトにおいては尺度項目
に無回答がある場合、モデル適合度が算出されない。そのため、尺度項目において無回




















































































































































































































表 ６.６ 回答者全体の属性（n=124） 
項目 度数 パーセント 
性別 
男性 110 88.7% 
女性 14 11.3% 
年代 
20代 1 0.8% 
30代 14 11.3% 
40代 18 14.5% 
50代 34 27.4% 
60代 47 37.9% 
70代 9 7.3% 
80代 1 0.8% 
最終学歴 
大学院博士課程 3 2.4% 
大学院修士課程 7 5.6% 
4年制大学 72 58.1% 
短期大学 8 6.5% 
高等専門学校 1 0.8% 
専門学校 5 4.0% 
高等学校 22 17.7% 
その他 5 4.0% 
無回答 1 0.8% 
最も関連が深い分野 
観光 46 37.1% 
しごとづくり 10 8.1% 
市街地活性化 22 17.7% 
地域コミュニティ 22 17.7% 
地域医療 1 0.8% 
ひとづくり 11 8.9% 
その他 8 6.5% 
無回答 4 3.2% 


























表 ６.７ 「観光」が活動分野の１つである回答者の属性（n=87） 
項目 度数 パーセント 
性別 
男性 76 87.4% 
女性 11 12.6% 
年代 
20代 1 1.1% 
30代 7 8.0% 
40代 11 12.6% 
50代 27 31.0% 
60代 33 37.9% 
70代 7 8.0% 
80代 1 1.1% 
最終学歴 
大学院博士課程 2 2.3% 
大学院修士課程 3 3.4% 
4年制大学 51 58.6% 
短期大学 6 6.9% 
高等専門学校 1 1.1% 
専門学校 3 3.4% 
高等学校 17 19.5% 
その他 3 3.4% 
無回答 1 1.1% 
最も関連が深い分野 
観光 46 52.9% 
しごとづくり 7 8.0% 
市街地活性化 10 11.5% 
地域コミュニティ 11 12.6% 
地域医療 1 1.1% 
ひとづくり 6 6.9% 
その他 4 4.6% 
無回答 2 2.3% 










リーダーのマインドを 6件法で測定した 12項目について、基本統計量を表 ６.８に示
す。天井効果が 6項目、床効果が 1項目出た。 
 
表 ６.８ リーダーのマインド項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
地域のことが好きである 5.45 0.810 
色々なことを知りたいと思う 5.46 0.655 
色々なことにチャレンジするのが好きである 5.35 0.712 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと思う※ 2.16 1.164 
地域がどのようにあるべきか、ということは気にならない※ 1.73 1.155 
自ら進んで新しいことを学ぶ 5.09 0.836 




地域の将来が気になる 5.56 0.666 
難しいことは理解することを諦める※ 2.15 1.117 



















各因子の固有値は 1 以上であり、回転前の 2 因子で 6 項目の全分散を説明する割合は










表 ６.９ リーダーのマインドの因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと思う -.752 -.004 
まちづくり活動の持続のために、収益を上げることは重要であると思う .728 -.011 
まちづくり活動の際は、収益が上がるよう収支バランスをよく考える .633 -.015 
自ら進んで新しいことを学ぶ .074 .725 
色々なことにチャレンジするのが好きである -.024 .715 
色々なことを知りたいと思う -.070 .539 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ 
Ⅰ ― .112 

















表 ６.１０ リーダーの発達促進要因項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
地域の外で暮らした経験が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.81 1.405 
自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある 4.95 0.909 
自分の考え方の手本になった人物がいる 4.98 1.112 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.90 0.991 
地域の経済状況の悪化に衝撃を受けたことがある 4.30 1.256 
自分の行動の手本になった人物がいる 4.72 1.233 
他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.92 1.041 












た。その結果、因子の固有値は 1 以上であり、因子寄与率は 44.0％を示した（表 ６.１










表 ６.１１ リーダーの発達促進要因の因子分析結果 
項目 Ⅰ 共通性 
他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響を与えた .728 .530 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた .710 .504 




因子寄与 1.76  














表 ６.１２ リーダーシップスキル項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
自分の考えを論理的に説明し、周囲に理解してもらおうとする 4.69 0.964 
地域のことを知るために、地域をよく見て回る 5.09 0.687 











地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか、分析する 4.58 0.938 
相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出すことができる 4.57 0.903 
目標達成までの計画を具体的に立てることができる 4.56 0.868 




を仮定してプロマックス回転によって分析した。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上
を基準に項目の取捨選択を行った。また、1つの項目が複数の因子に高い負荷量（.30以
上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、3因子が抽出された。各因子の固有
値は 1以上であり、回転前の 3因子で 6項目の全分散を説明する割合は 52.0％であった。

















表 ６.１３ リーダーシップスキルの因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
関係者の意見対立を解消し、合意を形成することができる .765 -.150 .090 
相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出すことができる .717 .189 -.108 
立場や価値観の異なる人同士が理解し合えるような「場づくり」が
できる 
.666 -.061 .294 
地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか、分析する .135 .669 -.057 
地域の魅力を、他の地域の魅力と比較する -.260 .630 .199 
課題を明確に認識するため、情報収集と分析をする .272 .520 -.051 
さまざまな情報を組み合わせて、新しいものを創り出すことができ
る 
.017 .112 .736 
自分の考えを、パンフレットや自分自身の行動といった「形」で見
せることで、周囲に理解してもらおうとする 
.132 .003 .456 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
Ⅰ － .511 .564 
Ⅱ  － .442 
















表 ６.１４ 経験から学ぶ力項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
困難な仕事に立ち向かう 4.94 0.779 
必要な情報を集めて、経験したことを分析する 4.84 0.859 
様々な仕事場面に共通する法則を見出す 4.60 0.954 
経験から学んだことを実際にやってみる 5.07 0.700 
常に新しいことに挑戦する 4.93 0.885 
経験したことを多様な視点から捉え直す 4.85 0.772 
経験の結果を自分なりのノウハウに落とし込む 4.92 0.750 
あるやり方が他の場面でも使えるかどうか実験する 4.55 0.931 
失敗を恐れずにやってみる 4.84 0.868 
自分の仕事の成功や失敗の原因を考える 4.90 0.759 
他の状況にもあてはまるような仕事のコツを見つける 4.65 0.856 
新しく得たノウハウを実際に応用する 4.81 0.790 
様々な経験の機会を求める 5.01 0.791 
様々な意見を求めて自分の仕事のやり方を見直す 4.63 0.950 
経験から自分の仕事のやり方を見出す 4.86 0.736 




を仮定してプロマックス回転によって分析した。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上
を基準に項目の取捨選択を行った。また、1つの項目が複数の因子に高い負荷量（.30以
上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、2因子が抽出された。各因子の固有
値は 1以上であり、回転前の 2因子で 11項目の全分散を説明する割合は 55.0％であった。













表 ６.１５ 経験から学ぶ力の因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ 
自分のやり方が正しいかどうか試す .901 -.139 
他の状況にもあてはまるような仕事のコツを見つける .813 -.051 
経験から自分の仕事のやり方を見出す .782 -.021 
新しく得たノウハウを実際に応用する .567 .291 
自分の仕事の成功や失敗の原因を考える .529 .089 
様々な意見を求めて自分の仕事のやり方を見直す .489 .248 
常に新しいことに挑戦する -.150 .896 
困難な仕事に立ち向かう -.068 .776 
失敗を恐れずにやってみる .116 .670 
様々な経験の機会を求める .285 .500 
必要な情報を集めて、経験したことを分析する .294 .446 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ 
Ⅰ ― .694 


















表 ６.１６ 観光まちづくりにおけるリーダーのマインド項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
地域のことが好きである 5.45 0.832 
色々なことを知りたいと思う 5.48 0.626 
色々なことにチャレンジするのが好きである 5.43 0.676 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと思う※ 2.20 1.237 
地域がどのようにあるべきか、ということは気にならない※ 1.68 1.062 
自ら進んで新しいことを学ぶ 5.09 0.844 




地域の将来が気になる 5.54 0.661 
難しいことは理解することを諦める※ 2.25 1.164 
















なければ適合がよいということになる。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上を基準に
項目の取捨選択を行った（小塩，2011：140-141）。また、1つの項目が複数の因子に高い
負荷量（.30以上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、3因子が抽出された。
各因子の固有値は 1 以上であり、回転前の 3 因子で 9 項目の全分散を説明する割合は

















表 ６.１７ 観光まちづくりにおけるリーダーのマインドの因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
自ら進んで新しいことを学ぶ .869 .020 -.082 
色々なことにチャレンジするのが好きである .754 -.064 -.017 
色々なことを知りたいと思う .560 -.081 .282 
リスクが高い場合、新しいことには取り組まない -.425 -.162 .089 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと思う -.053 -.751 -.029 
まちづくり活動の持続のために、収益を上げることは重要である
と思う 
-.011 .741 .008 
まちづくり活動の際は、収益が上がるよう収支バランスをよく考
える 
-.011 .687 .008 
地域のことが好きである -.147 .011 .944 
地域の将来が気になる .281 .057 .452 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
Ⅰ ― .123 .275 
Ⅱ  ― .016 



























表 ６.１８ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達促進要因項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
地域の外で暮らした経験が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.70 1.407 
自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある 4.91 0.948 
自分の考え方の手本になった人物がいる 4.94 1.145 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた 5.05 0.820 
地域の経済状況の悪化に衝撃を受けたことがある 4.40 1.166 
自分の行動の手本になった人物がいる 4.75 1.143 
他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.98 1.011 








を仮定してプロマックス回転によって分析した。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上
を基準に項目の取捨選択を行った。また、1つの項目が複数の因子に高い負荷量（.30以
上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、3因子が抽出された。各因子の固有
値は 1以上であり、回転前の 3因子で 7項目の全分散を説明する割合は 55.9％であった。
















表 ６.１９ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達促進要因の因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある .996 .013 -.007 
地域に対する住民の低評価に衝撃を受けたことがある .505 -.008 .058 
地域の外での仕事経験が、地域での自分の活動に影響を与えた .028 .921 -.047 
地域の外で暮らした経験が、地域での自分の活動に影響を与えた -.017 .599 .049 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた .021 -.119 .853 
他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響を与えた -.088 .242 .591 
自分の考え方の手本になった人物がいる .167 .032 .432 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
Ⅰ ― .194 .311 
Ⅱ  ― .458 






















表 ６.２０ 観光まちづくりにおけるリーダーシップスキル項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
自分の考えを論理的に説明し、周囲に理解してもらおうとする 4.68 1.017 
地域のことを知るために、地域をよく見て回る 5.05 0.663 











地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか、分析する 4.63 0.891 
相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出すことができる 4.60 0.855 
目標達成までの計画を具体的に立てることができる 4.59 0.883 








を仮定してプロマックス回転によって分析した。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上
を基準に項目の取捨選択を行った。また、1つの項目が複数の因子に高い負荷量（.30以
上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、2因子が抽出された。各因子の固有
値は 1以上であり、回転前の 2因子で 10項目の全分散を説明する割合は 51.8％であった。










表 ６.２１ 観光まちづくりにおけるリーダーシップスキルの因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ 
課題を明確に認識するため、情報収集と分析をする .870 -.021 
目標達成までの計画を具体的に立てることができる .733 .093 
地域の魅力を、他の地域の魅力と比較する .653 -.174 
自分の考えを論理的に説明し、周囲に理解してもらおうとする .628 .115 
地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか、分析する .597 .041 
地域のことを知るために、地域をよく見て回る .515 .160 
関係者の意見対立を解消し、合意を形成することができる -.206 .977 
立場や価値観の異なる人同士が理解し合えるような「場づくり」ができる .038 .783 




因子間相関 Ⅰ Ⅱ 
Ⅰ ― .616 



































表 ６.２２ 観光まちづくりにおけるリーダーの経験から学ぶ力項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
困難な仕事に立ち向かう 4.89 0.769 
必要な情報を集めて、経験したことを分析する 4.84 0.861 
様々な仕事場面に共通する法則を見出す 4.60 0.869 
経験から学んだことを実際にやってみる 5.06 0.737 
常に新しいことに挑戦する 4.91 0.884 
経験したことを多様な視点から捉え直す 4.85 0.800 
経験の結果を自分なりのノウハウに落とし込む 4.91 0.772 
あるやり方が他の場面でも使えるかどうか実験する 4.63 0.904 
失敗を恐れずにやってみる 4.82 0.815 
自分の仕事の成功や失敗の原因を考える 4.87 0.818 
他の状況にもあてはまるような仕事のコツを見つける 4.72 0.831 
新しく得たノウハウを実際に応用する 4.89 0.769 
様々な経験の機会を求める 5.00 0.762 
様々な意見を求めて自分の仕事のやり方を見直す 4.60 0.908 
経験から自分の仕事のやり方を見出す 4.83 0.766 




を仮定してプロマックス回転によって分析した。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上
を基準に項目の取捨選択を行った。また、1つの項目が複数の因子に高い負荷量（.30以
上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、2因子が抽出された。各因子の固有
値は 1以上であり、回転前の 2因子で 8項目の全分散を説明する割合は 58.8％であった。













表 ６.２３ 観光まちづくりにおけるリーダーの経験から学ぶ力の因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ 
経験の結果を自分なりのノウハウに落とし込む .802 -.070 
経験したことを多様な視点から捉え直す .782 .013 
経験から学んだことを実際にやってみる .669 .044 
必要な情報を集めて、経験したことを分析する .664 .196 
様々な仕事場面に共通する法則を見出す .647 .004 
常に新しいことに挑戦する -.033 .890 
困難な仕事に立ち向かう .022 .797 
失敗を恐れずにやってみる .047 .693 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ 
Ⅰ ― .676 















ダーのマインド 12項目、リーダーの発達促進要因 10 項目、リーダーシップスキル 11項
目、経験から学ぶ力 16項目を探索的因子分析にかけた。その結果は表 ６.２４の通りで
ある。次に、「観光」を活動分野の１つに選んだ回答者のデータ（観光まちづくりにおけ
るリーダー回答データ）の中で、マインド 12 項目、リーダーの発達促進要因 10 項目、
























表 ６.２４ まちづくりリーダーの発達尺度検討結果 



























































































表 ６.２５ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度検討結果 













































































































































表 ６.２６ 「成長したとご自身が思われる経験」記述内容の分析結果 
































































































表 ７.１ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度 



























































































図 ７.１ 観光まちづくりにおけるリーダーのマインド確認的因子分析結果 






















































図 ７.４ 観光まちづくりにおけるリーダーのマインド二次因子モデル 


























































































図 ７.８ 統合モデルの分析モデル 













































RMSEA=.059、AIC=226.916 であった。カイ 2 乗検定で帰無仮説（「モデルとデータに差は
ない」）は棄却されず、GFI・AGFI・CFI はそれぞれ.90 や.95以上、RMSEA は.05～.08以
下であると、モデルとデータは適合していると一般的に考えられている（今野，2012b：
















2012b：217）は.936 と高い数値を示し、RMSEA は.059 でまずまずの数値であった。さら
に、前述の通りモデルの部分的評価であるパス係数はすべて有意であった。これらの点
を考慮すると、十分な適合とはいえないまでも、本研究の統合モデルはデータにまずま



























































































































































































                                                   










































は日本のまちづくりの歴史を、1970 年代から 1980 年代中盤までの第 1 世代、1980 年代
後半から 1990年代中盤までの第 2世代、阪神・淡路大震災の復興まちづくりの経験を踏
まえた 1990年代中盤以降の第 3世代に分けている。そして、第 2世代は「まちづくりの
時代」といえるほど、モデル的な取り組みによってまちづくりの成功事例が積み上げら
れたと佐藤（2004b：13-14）は主張している。A氏・B氏がまちづくりに取り組み始めた
のは第 2 世代の時であり、H 氏・I 氏・J 氏がまちづくりに取り組み始めたのは第 3 世代




























































表 ８.１ 質的研究で対象としたリーダーの地域外経験 



































































































































































































                                                   












































































































































































































表 ８.２ 越境的学習の定義 
番号 定義内容 
















































































































































































































表 ８.４ 経験を効果的に引き出す質問 





















































































































































































































                                                   
105 観光庁観光産業課（2018）：「事業報告書[2]」『産学連携による観光産業の経営人材育成に関する業務報告書』
pp.55-111.（http://www.mlit.go.jp/common/001264223.pdf、最終閲覧 2019-3-3） 































                                                   

















表 ８.５ 観光まちづくりにおけるリーダー育成プログラム案 

















































































光庁の日本版 DMOは 2015 年から候補法人登録が開始された状況で、導入期もしくは成長
期というレベルであり、観光まちづくり推進組織の資金は潤沢というわけではないだろ
う。日本観光振興協会が 2017年 3月に日本版 DMO候補法人に行ったアンケート調査108（123
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